
農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組拡大
活動期間：令和元年～継続中

○ ＳＤＧｓの認知向上や食品事業者のＨＡＣＣ取組の義務化など生産現場
を取り巻く環境が急激に変化しており、産地や農業者に第三者認証ＧＡＰ
等の取得やＧＡＰ取組を実需者が求める事例も増加。岩手県においても、
生産部会等の産地や農業者のＧＡＰ取組の拡大・定着が急務。

○ このため農業革新支援専門員は、認証取得を志向する産地や生産者へ
の指導を強化するとともに、ＧＡＰ指導員の指導力強化に取り組んだ。

○ その結果、新たに第三者認証ＧＡＰの取得若しくは県版ＧＡＰ確認制度
の登録農場が135増加した。今後は国際水準ＧＡＰの取組拡大を目指し、
産地や農業者のＧＡＰに対する理解や意欲の向上を図ることが重要。

具体的な成果

１ 認証ＧＡＰ、県版ＧＡＰの取得
■第三者認証ＧＡＰ等の取得を志向する産
地や農業者への指導を強化したことにより、
先駆的に第三者認証ＧＡＰ等を取得する
産地や農業者が増加。

■農業生産法人などの大規模経営体が第
三者認証ＧＡＰを取得する事例が徐々に
増加。農業生産法人Ｋの認証取得事例で
は、農場ルールが明文化され、後継者や
従業員のＧＡＰ取組や営農意欲が向上。

■支援チームによる指導体制を構築したこ
とで関係機関や各組織内担当の連携が強
化され、効果的な指導がなされた

２ ＧＡＰ取り組みを通じた経営改善効果の
評価手法の確立

■第三者認証ＧＡＰを取得した農場につい
て経営体調査を実施し、調査手順や調査
内容の妥当性等について検証。今後の
調査および評価・解析手法の方向性を決
定。

普及指導員の活動

令和元～３年度
■第三者認証ＧＡＰの取得を志向する産地

や農業者に対し、認証取得に向けた事前
取組や内部監査を指導。

■現地指導では、ＪＡグループや普及セン
ターと連携した指導体制を構築し、効果的
な指導を展開するとともに、内部監査ＯＪＴ
等によるＧＡＰ指導員の指導力を向上。

■ＧＡＰ取組事例の経営改善効果について、
評価手法を検討し、取組効果を整理。

普及指導員だからできたこと

・指導経験が豊富な農業革新支援専門員
だからこそ、新たに認証取得を志向する産
地や農業者に対しても、効果的な指導や取
組への助言が可能。

・農業革新支援専門員の役割と視座を活用
することで、複数の普及センターやＪＡが連
携した指導体制の構築と指導活動への助
言が可能。

岩手県
【重点プロジェクト計画】

指標 R1 R2 R3 R4

県版GAP確

認登録及び
GAP認証の

新規取得農
場数(累計)

目
標

40 70 85 100

実
績

77 109 135
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岩手県 
農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組拡大 

 
活動期間：令和元年～継続 
 

１．取組の背景 
オリンピック・パラリンピックの食材調達基準化やＳＤＧｓ(持続可能な開

発目標)の認知向上を契機として、消費者や生産者のＧＡＰ取組への理解が深

まりつつある。また、ＨＡＣＣＰの取組義務化に伴い、小売りや加工業者等が

安全な農作物を求める動きが活発化しており、これまで以上に生産現場を取

り巻く環境が変化している。  
本県でもＧＡＰの取組機運が高まり、第三者認証ＧＡＰや県版ＧＡＰ確認

登録を取得した農場や団体が増えていることから、取組を一過性のものとせ

ず、ＧＡＰ取組や認証等の取得を契機とした産地力の向上を図るには、「する

ＧＡＰ」「とるＧＡＰ」を指導できる人材の育成が欠かせない。また、産地の

リーダーとして、認証や確認登録を受けた先駆的な農業者を支援・育成してい

くことによる、産地全体のＧＡＰ取組の拡大・定着が急務である。  
こうしたことから、ＧＡＰ指導員となる普及職員やＪＡ営農指導員等が中

心となり、ＧＡＰ取組を全県的に進めるとともに、その効果やメリットが容易

に理解できる経営改善効果の評価手法を確立させることにより、産地の活性

化や農場の経営改善につなげることをねらいとした。 
 

２．活動内容（詳細） 
 (１) 認証取得を志向する産地、農業者に対する指導強化（Ｒ１～ ） 

    第三者認証ＧＡＰの取得を志向する団体や農業者について、普及セン

ターやＪＡと協働した支援チーム活動により、認証取得に向けた事前指

導や内部監査を実施した。第三者認証ＧＡＰの団体認証取得に向けた指

導では、普及センターやＪＡが現地対象のフォローアップを担当するこ

とで、きめ細かな指導を展開するとともに、ＧＡＰ指導員の指導力向上を

図った。 

(２) 指導機関の指導力強化（Ｒ１～ ） 

普及職員やＪＡ営農指導者の新規担当員を対象とし、ＧＡＰの概要や

第三者認証ＧＡＰ等について理解を深めるため、担当者研修を開催した。 

また、現地指導とＧＡＰ指導員のＯＪＴを兼ね、内部監査ＯＪＴ及び

認証審査ＯＪＴ研修を実施した。特に内部監査ＯＪＴでは、シャドー審

査方式（内部監査員が講師役を務め、参加したＧＡＰ指導員それぞれの

監査内容を評価する）の実践型研修を新たに導入した。 

    農業者のＧＡＰ取組意欲の向上やＧＡＰ指導員の指導力向上を図るこ

とを目的にＧＡＰ優良事例研修を開催したが、新型コロナウィルス感染

対策の観点から、集合研修での開催が難しかったことから、オンライン形

式での開催とした。 
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◎ＪＡグループGAP推進支援チーム
　（ＪＡ全中、ＪＡ全農）

〇ＪＡいわてグループGAP支援チーム
　（県庁・ＪＡ岩手県中央会・ＪＡ全農いわて）

ＪＡ本所
（営農企画課）

宮古営農経済Ｃ
（担当職員）

宮古農業改良普及Ｃ
（普及員１名）

G.GAP取組み農場（4戸）
（田野畑・岩泉地区）

（指導） （指導）

G.GAP取組み農場（5戸）
（宮古地区）

G.GAP取組み農場
（4戸）

（指導）

二戸農業改良普及Ｃ
（普及員２名）

奥中山営農経済Ｃ
（主担当職員）

宮古営経Ｃ岩泉担当課
（主担当職員）

宮古普及Ｃ岩泉サブ
（普及員１名）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ ＧＡＰ支援チーム指導体制の例  図２ 内部監査ＯＪＴの様子 
 

(３) ＧＡＰ取り組みを通じた経営改善効果の評価手法の確立（Ｒ１～ ） 

ＧＡＰ取組による経営改善やメリットを明確化するため、経営評価手

法（調査内容）を設定し、第三者認証ＧＡＰ取得農家への経営改善効果の

調査を実施した。 

(４) 関連事業予算 

  ア 事業名 

    持続的生産強化対策事業のうちＧＡＰ拡大推進加速化（Ｒ１～） 

  イ 事業の活用内容 

ＧＡＰ指導員及びＧＡＰ認証審査員の育成並びにＧＡＰ指導活動、 
認証ＧＡＰの取得拡大 

 

３．具体的な成果（詳細） 

（１）第三者認証ＧＡＰや県版ＧＡＰの取得 

   第三者認証ＧＡＰ等の取得に向け、各普及センターやＪＡグループと連

携した事前指導や内部監査等を実施した結果、新たにＧＡＰ認証や県版Ｇ

ＡＰ確認制度の登録を取得した農場は累計 135 農場となった。ＪＡ新いわ

ての団体認証事例では、実需者からの引き合いが高まっており、販路拡大と

有利販売の実現に向け、新規農場の加入に向けて取組を拡大している。 

   また、農業生産法人などの大規模経営体が第三者認証ＧＡＰを取得する

事例が徐々に増加している。例えば農業生産法人ＫのＧＡＰ取組指導では、

後継者や従業員の役割分担や農場ルールが明文化され、後継者や従業員の

意欲や生産管理能力の向上が図られた。この際、支援チームによる指導体制

を構築したことで関係機関や各組織内担当の連携が強化され、効果的な指

導がなされた。 

 

 

 

 

指標  R1 R2 R3 R4 

県版GAP確認登録及

びGAP認証の新規取

得農場数(累計) 

目標 40 70 85 100 

実績 77 109 135  
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（２）ＧＡＰ取り組みを通じた経営改善効果の評価手法の確立 

   第三者認証ＧＡＰを取得した農場の経営体調査により、調査手順や調査

内容の妥当性、回答難易度等について検証できたことで、今後の調査及び評

価・解析手法の方向性を定めることができた。 

 

４．農家等からの評価・コメント 

（新岩手農業協同組合営農経済部営農企画課・髙橋良之氏） 
近年、大規模な法人の経営指導に対する需要が高まっていますが、ＪＡのよ

うな組織が組織を指導する際に、例えば営農担当と金融担当の支援が別個と

なるケースが多く、連携が難しい場合があります。今回のような関係機関を含

めた支援チーム体制は、連携を取りやすく、包括的な支援ができることから、

今後も重要性が増すと考えています。 
 

５．普及指導員のコメント 
（農業普及技術課農業革新支援担当・上席農業普及員・大友英嗣） 
ＧＡＰ取組を全県的に広めるため、関係機関と連携した支援チーム活動等

を通じ、多くの普及職員や営農指導員がＧＡＰ指導に関わることで、ＧＡＰ

取組が特別なものではないと認識するよう努めた。 
今後は国際水準ＧＡＰの取組を進めるため、産地や生産者の理解向上を図

るとともに、ＧＡＰ指導員の指導力向上を図るため、ＯＪＴを含めた実践的

な研修機会を多く確保するよう留意する。 
 

６．現状・今後の展開等 
第三者認証ＧＡＰの団体取組は構成農場だけでなく、内部監査等に対応で

きる人員の確保が重要なため、団体（ＪＡ等）に計画的な人材育成を働きか

けていく。また、第三者認証ＧＡＰの取組指導を効率的に実施するため、Ｏ

ＪＴの拡充を図るとともに、書類様式や掲示物、注意点などをまとめた指導

ツールの整備を進め、指導員の指導力向上を図る。 
第三者認証ＧＡＰや県版ＧＡＰ確認登録を取得した農場が全県的に広がっ

ており、ＧＡＰ指導を実践する機会が増えたことで、普及職員や営農指導員

のＧＡＰ指導レベルが向上しているが、地域によってＧＡＰ取組に差が見ら

れる。今後は県内広く国際水準ＧＡＰ取組が実施されるよう、生産部会など

の産地や農業者の国際水準ＧＡＰへの理解や意欲を高める取組を進める必要

がある。 
ＧＡＰ取組による経営改善効果などのメリットを整理し、産地や農業者の

取組意欲の向上を図るため、ＧＡＰ取組効果を評価し、よりわかりやすく、

具体的に提示できるよう整理を進めていく。 
 


